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平成28年度「市役所の仕事」花まる通信簿（平成27年度実績） 担当課 02総務課

Ｐｌａｎ 会計区分 一般会計 事業通番 3450 事務事業コード 0223

事務事業名 防災対策事業 開始年度 平成16 終了年度 未定

種類 ソフト事業（任意）
根拠
法令

災害対策基本法
例規
等

佐渡市災害救助条例
佐渡市自主防災組織育成補助金交付要綱

将来ビジョン ４．安全・安心な地域づくり　(1)災害に強い島づくり H26：重点●政策○ ●
H27施政方針 １．人口減少対策　（3）特色ある地域づくり　③ 災害に対応できる安心・安全な地域づくり H27：重点●政策○ -
H28施政方針 ４．持続可能な地域づくりと安心・安全の確保　（3）防災体制の整備 H28：重点●政策○ -

事業
概要

防災に関する意識の高揚・市民の安全・安心の確保
　・防災対策事業（総合防災訓練）
　・自主防災組織育成事業
　・防災会議業務

対象 市民

意図
（対象をど
のようにし
たいか）

防災に関する意識の高揚
市民の安全・安心の確保

Do

項目名 戦略指標 H24現状 H31目標

体制整備 自主防災組織の組織率 87.8％（累計） 100％（累計）

目標（成果）指標名
単位

26年度
実績値

27年度（評価年度） 28年度
目標値

29年度
目標値

31年度
目標値指標の算式 目標値 実績値

自主防災組織の組織率
％ 89 93 89.4 94 95 100

組織済み世帯数/全世帯数

枝
番

細事業名
H26

決算額
H27

決算額
H28当初
予算額

H29以降の
予算の方向性

H26実績値 目標値 実績値 H28目標値

重点
細事
業事業の方向性

1
防災会議業務 0 0 38 予算 維持

目標（成果）指標名 単位

会議開催数 回 0 2 0 1 事業 維持

2
防災行政無線等維持管理費 14,127 13,195 12,633 予算 維持

管理施設数 棟 8 8 8 8 事業 維持

3
自主防災組織育成事業 0 366 650 予算 維持

補助金等支給件数 件 - 20 5 20 事業 拡充

4
自主防災組織訓練奨励金交付事業 0 765 900 予算 維持

訓練実施組織数 組織 - 70 48 90 事業 拡充

5
防災危機対策員等報酬 1,405 2,699 2,855 予算 維持

防災計画、防災マニュアル等策定進捗率 ％ 15 50 40 75 事業 維持

6
各負担金 682 717 11,144 予算 減額

負担金支払い件数 件 5 5 5 5 事業 維持

事業費の合計（千円） 16,214 17,742 28,220

0 0財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

県支出金 0

地方債 0 0 0

その他 0 0 0

一般財源 16,214 17,742 28,220



◆事務事業を構成する細事業の評価◆Check Ａ ： 適正である　Ｂ  ：検討の余地あり　Ｃ ： 見直しすべき

枝
番

　細事業名 妥当性 有効性 効率性 課題と対策

1

防災会議業務
法定
義務

Ｂ Ａ

Ｈ27は、地域防災計画の改定が先送りとなったため未開催となったが、Ｈ28
は地域防災計画を改定するため開催する予定である。

2

防災行政無線等維持管理費

Ｂ Ｂ Ａ

施設の老朽化が進むにつれて維持管理コストの増加が懸念される。
施設の維持管理については、施設の更新も視野に入れての検討が必要で
ある。

3

自主防災組織育成事業

Ｂ Ｃ Ｂ

制度の周知と活用団体数の向上が課題である。
各自主防災組織に対して、特に資機材整備補助のこれまでの活用実績や
活用可能回数をお知らせすることによって、利用率を上げていきたい。

4

自主防災組織訓練奨励金交付
事業

Ｂ Ｂ Ｂ

制度の周知と活用団体数の向上が課題である。
大半の自主防災組織は集落単位となっていることから嘱託員会議等でも周
知を図りたい。

5

防災危機対策員等報酬

Ｂ Ａ Ａ

Ｈ28年度に地域防災計画が改定される予定であり、今後は各種マニュアル
の作成や自主防災組織での訓練等で防災対策についての啓発活動に積極
的に参加していきたい。

6

各負担金

Ｂ Ｂ Ａ

妥当性を再度調査したうえで、改善していく。

Action ◆今後の事務事業の方向性◆

評価（担当課長） 事業の方向性 拡充 予算の方向性 維持

事業の方向性
（事業全体の課題や改善方策

など）

　基本的な方向性としては、安全で安心して暮らせるまちづくりの推進のため、現状を維持すること
であるが、そのためには地域防災力を向上し安定させることが急務となる。
　地域防災リーダーを軸にし、地域の実情にあった防災、避難計画などを作成していくことが地域防
災力の向上に繋がるため恒常的な事業展開が必要となる。
　また、支所、SC間の通信網も脆弱であるため、衛星通信網などによる強化が今後必要となる。


